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事業目的

通知カード及び個人番号カードの交付等を円滑に行うことにより、社会保障・税番号
制度の導入を促進し、国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図る。

１４節　使用料及び賃借料

１５節　工事請負費

１８節　備品購入費

１９節　負担金補助及び交付金

２０節　扶助費

4,562

２２節　補償補填及び賠償金

２３節　償還金、利子及び割引料

根拠法令
等

事
業
計
画

事業概要

事

業

内

容

4,562千円
地方債・その他

対
象
年
度

1,586

○

事務事業
番号 137

市民生活部 市民課 事業推進方針判断に際しての３つの視点

Ｃ

○

事業に対応した施策等が第二次下野市総合計画前期基本計画で明確に読み
取れる場合、国・県の制度変更はないが、引き続き必要性がある場合な
ど。

Ｃ

Ｂ

Ａ

現総合計画前期基本計画では、基本施策６－２「健全な行財政運営の仕組づくり」、施
策１「行財政改革の推進」に位置付けられています。
個人番号制度は、複数の機関に存在する特定の個人情報を同一人の情報であるというこ
との確認を行うための基盤であり、社会保障・税番号制度等行政の効率性・透明性を高
め、国民の利便性の向上、公平・公正な社会の実現のための社会基盤（インフラ）であ
ります。その根幹となる個人番号カードの交付事業は重要であり、継続して実施してい
くべき事業であると考えております。
以上のことから、必要性をＢとしました。

番号利用法、個人番号カードの利用に関する条例

番号利用法に基づく、通知カード交付及び個人番号カードの交付である。
個人番号カード交付事業費補助金交付要綱及び個人番号カード交付事務費交付
要綱に基づく事務に関連する事業である。
個人番号カード交付事業費補助金においては、省令に基づき市が地方公共団体情
報システム機構への事務委託に係る交付金が対象経費である。

58

この事業は、行政の効率化・国民の利便性向上・公平公正な社会の実現を目的に、法令
に基づき国レベルで実施している事業であるため、縮小・廃止については考えられませ
ん。
以上のことから、緊急性をＡとしました。

この事業は法定受託事務のため、当市における裁量は少ないと考えます。しかし、更な
る周知徹底を図り、カード交付率を上げていくことで、市民にとって様々なサービスが
利用でき利便性が向上するほか、当市の窓口業務においても事務軽減が期待できると思
われます。
以上のことから、効率性をＡとしました。

【継続事業の場合】事業進捗に対する影響等を考慮し、事業を休止した場
合の影響が大きく、事業縮小の可能性が見当たらない場合など。
【新規事業の場合】財政負担以外において、事業を実施しなかった場合の
影響が大きく、本事業以外の解決策が見当たらない場合など。

事務事業の質の向上に係る改善・工夫の見込みがあり、さらに経費削減、
改革への取組が期待できる場合など。

総合評価

必要性
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緊急性

Ａ

効率性

Ａ ○

Ｂ

継続実施

見直し実施

廃止

Ｃ

所管部課

類型
区分 Ⅰ

総合計画
での位置
付け

施策

市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり

行財政改革の推進

健全な行財政運営の仕組づくり
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事務事業名 社会保障・税番号制度個人番号カード交付事業

通知カード未交付件数
　Ｈ28.3　258通/22,898世帯　1.13％
　Ｈ28.9　97通/23,206世帯　0.42％

個人番号カード交付件数
　Ｈ28.3　1,470枚/59,870人　2.46％　（住民基本台帳カード含む　5,588枚/59,870人　9.33％）
　Ｈ28.9　3,962枚/60,073人　6.60％　（住民基本台帳カード含む　7,600枚/60,073人　12.65％）

Ｈ29個人番号カード交付事業費（歳入）　4,562,000円
　　　補助金　4,562,000円（個人番号カード交付事業費補助金）

Ｈ29個人番号カード交付事業費（歳出）　6,604,000円
　　　人件費　1,586,000円　（臨時職員賃金）
　　　需用費　58,000円　（カード印刷用消耗品、参考図書等）
　　　委託料　83,000円（カード印刷システム保守）
　　　使用料及び賃借料　315,000円（カード印刷システムリース、顔認証システムリース）
　　　交付金　4,562,000円　（個人番号カード交付関連事務の委託に係る交付金10/10国庫補助）
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（単位：千円）
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国県支出金 一般財源
2,042千円

　１節　報酬

　７節　賃金

83
315

　８節　報償費

　９節　旅費

１１節　需用費

１２節　役務費

その他①（２・３・４・５・６・１０節）

その他②
（１６・１７・２１・２４・２５・２６・２７・２８節）

１３節　委託料

備考 個人番号は、社会保障、税、災害対策の手続きに利用される大切な社会基盤である。

年
度
別

・通知カード・個人
番号カードの交付

・通知カード・個人
番号カードの交付

平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

6,938千円 6,604千円 6,604千円

H27.10法施行
・通知カード・個人
番号カードの交付
・個人番号の付番

・通知カード・個人
番号カードの交付

事
業
費






